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日本企業における取引ネットワーク構造と
経営活動の関わりに関する考察
池 田 広 男
A Study of Relationships between Network Structure of
Firm's Transaction and Firm's Activities in Japan
Hiroo Ikeda
ABSTRACT
The aim of this article was to survey transaction networks of
firms in Japan. We studied relationships between transaction
networks and firm's performances represented by return on
sales. In academic fields of business administration especially
organizational studies, many researchers have studied with
viewpoint of a social capital and social networks. Based on
recent debates on social capital or social networks, transaction
networks of firms in Japan were surveyed. With research
achievement by Burt, called structural holes, effects of
structural holes for Japanese firm's activities was studied.
In nonmanufacturing industry, we confirmed positive
relationships between firm's performances and constraints with
significance. We estimated that firm's performance rose when
structural holes were small. And we estimated that Japanese
firms preferred belonging to homogeneous groups for their
good performances. In manufacturing industry, we could not
confirm relationships between network characteristics and
firm's performances specifically. We considered that our
results about relationships between transaction networks and
firm's performances were similar to arguments about the social
capital by Coleman.
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1.はじめに・研究の背景 D
本論文の目的は、日本企業における取引ネットワークの構造的特徴が、利益
率に代表される経営活動とどのような関係にあるのかを考察することである。
本論文では、日本企業の取引関係をネットワークとして捉える。組織論研究に
おいて、近年、社会関係資本や社会的ネットワークの視点に基づいた調査研究
が行われつつある (Adler&Kwon、2002)。本論文では、このような組織論研
究における近年の傾向に基づき、ネットワークの視点に基づいて、企業間関係
を対象とした調査研究を行うことを試みる。日本企業の取引ネットヮークを考
察するにあたって、バー トによる構造的空隙 (バー ト、2006a、b)の視点に依
拠して、ネットワークの構造的特徴を捉えることを試みる。構造的空隙の有無
は、日本企業の経営活動にどのような影響を与えているのであろうか。
近年、組織論研究の領域において、ネットヮークの視点を採り入れた調査研
究が取り組まれているという傾向は前述したの。例えば、Adler&Kwon(2002)
によると、組織論において、行為者のふるまいを説明する要因として、ネット
ワークに基づいた社会的関係資本の視点が用いられることに対して関心が集ま
っているという。一例として採りあげられている調査研究の対象には、キャリ
ア上の成功や役員報酬、職探し、部門間での資源交換や製品イノベーション、
知的資本の形成、部門を超えたチーム、離職率、組織の解散、企業家精神、ス
タートアップ企業の形成、サプライヤー関係、地域的な生産ネットワーク、組
織間学習などがある。
Adler&Kwonは、社会関係資本は、社会的生活における以下の点を反映し
たものであると指摘する。すなわち、友人関係等の社会生活の中から生まれる
研究の背景の記述に当たっては、池田(2010a、b)を加筆、修正したものを用いている。
Borgatti&Foster(2003)は、社会学の研究においてsOcial netwOrkという語が用いられ
ている論文などが近年急速に増大している事を指摘している。
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社会的紐帯は、倫理的物質的な援助や、仕事上あるいは仕事以外の場面におけ
るアドバイスの獲得などといった友人関係とは異なる目的に用いられうる、と
いう点である (Adler&Kwon、2002、17ページ)。 Adler&Kwonは、この指摘
を踏まえ、社会的ネットワークは社会関係資本と密接にかかわることも指摘し
ている。
若林(2007)は、組織論研究におけるネットワークの視点に立脚した研究領域
の代表的なものに、企業家活動、組織コミュニケーション、取締役兼任、映画
製作、産業集積の5つの分野があることを指摘している。例えば、これらのう
ちの産業集積に注目してみると、産業集積の研究領域では、企業間関係に注目
することが研究関心の一つとして挙げられるだろう。企業間関係を調査分析す
る主な対象のひとつに、自動車産業が採りあげられてきた。特に、自動車産業
におけるサプライヤーシステムに焦点が当てられ、その実態がどのようなもの
であるかを、調査研究を通じて明らかにする試みが数多く手がけられてきた
(延岡、1996)。武石(2000)は、自動車産業のサプライヤーシステムに関するこ
れまでの調査研究を、明らかにされてきたことと、研究の視点という、大きく
2つの観点から整理している。特に、研究の視点において、分析レベルに関し、
ネットワークレベルでの分析が必ずしも多くはないことを指摘している。
オルドリッチ(2007)は、構造的空隙の議論は、組織論研究者における研究関
心のシフトを示すものであると指摘する。すなわち、直接的結合の持つ意義や
価値への注目から、間接的結合の持つ重要さへの注目への移行である。直接結
合によってつながっている者同士は、友人、家族、会社の同僚など、日常的に
接触頻度が高い者が主な対象となる。直接結合による者の間では、趣味や嗜好、
価値観などが共通しうるので、結合関係が強いものとなる。さらに、互いに信
頼関係が築かれやすい。直接結合によって構成されるネットワークの参画者は
同質的傾向にあると言える。
このような直接的結合に基づく強いつながりの下では、同質的な者同士がつ
ながる故に、異質な領域とのつながりを持つ機会が乏しくなる。利益の源泉が、
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従来経験したことのない製品やサービスを提供することによる経済的対価の獲
得に求められることを踏まえると、直接結合の下だけで企業活動を手掛けてい
く事は必ずしも望ましいものではないと言える。しかしながら、異質な領域に
身を置く者全てと自らが直接的結合を試みることは、ネットワークの構築と維
持に多大なコストをかけること意味するので、効率の観点からは得策ではない。
効率的に異質な領域の者とつながりを持つには、異質な領域にいる者と結合関
係を築くときにできるだけ少数の者とつながり、つながりを有した者が有する
直接結合を利用して関係を拡大していくべきであろう。企業家活動において、
間接的結合の上手な利用が、構造的空隙における基本的な考え方の一つとなっ
ている。
2.ネットワークの構造的特徴 :構造的空隙について
それでは、企業活動における構造的空隙の有無を、どのように把握すればよ
いのだろうか。本論文では、日本企業における取引関係をネットワークとして
捉える。このネットワークの構造的特徴を検討するために、バート (2006a、
b)が提示した構造的空隙を測定するためのネットワーク指標に注目する。ネ
ットワーク分析における指標の一つである、バートによる拘束度を用いる。こ
こでは、バートによる構造的空隙と拘束度がどのようなものであるのか確認し
ておくことにしよう。
拘束度は構造的空隙を測定するための指標の一つであるが、これを鈴木
(2009)は次の通りに定義している。すなわち、「ある頂点がそのエゴ・ネット
ワーク゛ において他の頂点に拘束される程度を表す指標で、拘束性°が高いほど、
3)自分と直接つながる相手によって構成されるネッ
4)バー トによる元の語はconstraint(Burt,1995)
東性を用いている。一方、安田は拘束度 (バー
拘束度を訳語として用いる。
イ
トワーク。
である。これに対する訳語に鈴木は拘
卜、2006a)を用いている。本論文では、
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その頂点のネットワーク上の交渉における優位性は低 くなる (鈴木、2009、95
ページ)」 と述べている。鈴木の定義によれば、拘束度とは、ネットワークに
参画している者の行動、とりわけ自立的行動に制限がかけられている状態を示
す指標であると言うことができる。
構造的空隙の存在は、関係の重複が存在しない場合に確認される。関係の重
複の有無を判断するための基準があり、直接結合と構造同値という2種類のも
のが用いられる。図表1は、鈴木によるネットワーク図を、ほぼそのまま引用
したものである。この図表を作成するためにNetdrawを用いた。この図表に
従って、関係の重複を考えてみることにしよう。
直接結合とは、文字通り、相手との直接的な結合関係を有している状態を指
し示す言葉である。図表には1から10までのネットワークヘの参画者がおり、
このうち1に注目すると、直接結合は2、 5、 7、 8の4つと有している。と
りわけ、 2と5に注目すると、 2と5の間にもつながりがある。2と5も、直
接結合を有する関係にあることが分かる。1と2と5の3者の間は、全て直接
結合によってつながっている事になる。この状態を踏まえる時、 1は、 2から
も5からも直接情報を獲得することが可能となる。また、 2と5の間にも直接
結合が存在するため、 2と5は互いの情報を交換している事が予想される。 1
から見れば、 5から情報を獲得するために、 2に接触することも行動の選択と
して含まれることとなる。1は、 2を経由して、すなわち、 2に蓄積されてい
るかもしれない5に関する情報を、間接的に獲得することも可能であると考え
られるのである。以上述べたことを踏まえると、 1が5から情報を得るために、
選択できる経路は2つあることになる。1つは、 5へ直接つながっている経路
を利用することである。2つ目は、 2に接触することで5からの情報を獲得し
ようとする間接的な経路を選ぶことである。経路において直接と問接という性
格の相違は存在するものの、 1は、 5が発信した情報を得ることができればよ
いのであるから、複数の経路を自ら、すなわち1が備えておく必要はない。今
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まで述べてきたことを、 2と5を入れ替えても同様である。1にとって、 2と
の直接結合と5との直接結合のいずれかは不要である。直接結合は、不要ある
いは余剰と言える接触経路を探索するための基準の1つとして用いることがで
きる。
それでは、ネットヮークの参画者が構造的空隙を利用することによる、競争
上の優位性や利益獲得の見込みをどのように把握すればよいのであろうか。把
握するために、拘束度を用いることができる。拘束度はネットワークの構造的
特徴を測定するための指標の1つである。拘束度の測定のために、ある注目す
るネットワークに、i、 j、 kという3種類の参画者の存在を仮定する。これを
踏まえ、iがネットワークから受ける拘束度を求めてみよう。ネットヮークの
参画者が受ける拘束度は、おおまかに2つの部分から構成される。1つは、特
定の相手と直接つながることによって発生する拘束の強さである。2つ目は、
特定の相手と間接的に関係を持つことから発生する拘束の強さである。直接的、
間接的いずれであっても、関係の強さがすなわち拘束の強さを指し示している
事になる。
まず、iとjの2者の直接的な関係の強さを測定するために、以下の式を定
義するい。
p″=
この式の分母は、iが直接結合を有する相手をkとしたとき、全てのkとの
関係の強さを合計したものである。また、強さの測定は、1からkへ向かうも
のと、kからiへ向かうものが採りあげられ、双方向の関係の強さが計測の対
5)これ以降、ネットワーク指標を計算するための数式が4つ示される。これらの数式は、
Pttekのマニュアルから引用した。Pajekのマニュアルは、PaekwiKiにて公開されて
いる。(http:〃aiek imfm.snibノexe/fetch.phpPmedia=dl:paekman203 pdf)
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象となっている。分子は、iとjの関係の強さを双方向で求め、合計したもの
である。この式によると、iとjの直接的な関係の強さは、iが直接結合を有す
る相手との関係の強さと、特定の相手との関係の強さを比較したものとして導
かれている事が分かる。
次に、iとjの間接的結合に基づくことで発生する、拘束の強さを求めるこ
とにしよう。2者の間接的結合に基づく拘束の強さを、以下の式によって求め
る。
タルク〃
″力+″力■プ
iとj双方に直接結合を有する全ての相手をkとしたうえで、iとk、 kとj
の関係の強さをかけ合わせると、iとjの間接的な結合がk個分できることを
この数式は示している。この式は、k個のiとjの間接的な結合を合計したも
のである。この計算によって、iがjから受ける間接的結合を通じた拘束の強
さを指し示している事になる。
2つの式、すなわちiがjから受ける拘束の強さの直接的結合による部分と
間接的結合による部分を用いて、iがjから受ける拘束度は、拘束度をcとす
ると以下のように定義できる。
%=(p″+ Σ タルタ″)2
行力■″力■プ
iがネットワーク全体から受ける拘束度をCとすると、Cは、iと直接結合を
有するネットワーク参画者が与える直接的拘束度と間接的拘束度を全て足し合
わせた合計の値となる。数式に直すと、以下のように示すことができる。
c=Σ%
これまでに求めてきた拘束度に関する3つの数式を用いて、図表1と図表2
における拘束度を実際に計算してみることにしよう。ここでは、計算を簡単に
7609"
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するために、ネットヮーク参画者間の関係の強さ、すなわち数式中のpの値は
全て1として統一する。つまり、関係の有無によってのみ拘束度を計算するこ
とを意味している。拘束度を計算するにあたって、ucINET 6を用いた。
まず、図表1の1の拘束度を計算する。 1と直接結合にあるものは、 2、 5、
7、 8の4つである。それぞれが1に与える拘束度は、順に、約0.11、約0。 1、
約0.06、約0.06となる。 1のネットワーク全体から受ける拘束度は直接結合を
もつ相手の拘束度を合計したものであるから、 4つの拘束度を合計して、約
0。33となる。他、ネットワークの参画者2から10までの拘束度を計算したもの
を併せて、計算結果を図表3に示す。計算結果の中でも、 3、 4、 6では、拘
束度の合計が最も高い1となっている。 3、 4、 6の3つは、それぞれが結合
関係を1つしか有していない。すなわち、 3と4についてはそれぞれが2とつ
ながるのみである。6は、 5とつながるのみである。つまり、拘束度が強くな
るものは、ネットワーク内における関係の形成が限定的であり、それらとつな
がっている相手によって関係が支配されていると解釈することができる。3と
4であればそれぞれが2によって、 6であれば5によってネットヮーク内にお
ける関係形成が支配されているとみなすことができる。
次に、図表2における1の拘束度を計算してみよう。計算方法は先に用いた
拘束度の求め方と同一である。計算の結果、 1の拘束度は、直接結合を有する
2、 7、11、14が与える拘束度の和であるから、それぞれの拘束度約0。06、約
0.06、約0.06、約0.06を合計した約0。24となる。他、ネットワークの参画者 2
から14までの拘束度を計算したものを併せて、計算結果を図表4に示す。ここ
でも、拘束度の合計が 1となるものがあり、 3、 4、 6、12、 13、 15、16の7
つである。それぞれは1つの直接結合を有するのみであり、つながっている相
手によって、ネットワーク内における関係形成が支配されているとみなすこと
ができる。
2つの図表における1の拘束度を比較してみると、前者が約0.33、後者が約
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0。24であった。後者の図表における1の拘束度の値が小さいことが分かる。値
の小ささは、ネットワ‐クから7壼ける制約の低さを赤け丁¬い勁雛訳7″釘翼安
自立的な行動をとることができる見込みが高まる。言い換えれば、制約が低く
なるだけ、ネットワークにおける他者との交渉や競争を自身に有利にすること
ができるのである。つまり、ネットワークにおける構造的空隙を用いて、ある
いは構造的空隙を発見することによって、重複のない関係を築き、その結果、
自身に有利な交渉や競争を手掛けることができる地位を確保しているとみなす
ことができるのである。
図表1 重複のあるネットワーク゛
6
6)鈴木(2009)95ページに基づき作成。
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図表2 重複のないネットワーク"
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図表3 図表 1における拘束度
1 2 7 8 計
1 0 0.11 0 0.060.06 0 0.33
0.11 0 0.060.06 0 0 0 0.33
0 1 0 0 0 0 1
0 1 0 0 0 0 1
0.170.17 0 0.11 0 0 0 0.45
0 0 0 1 0 0 1
0.11 0 0 0 0 0。11 0.110.33
0.11 0 0 0 0 0.110.110.33
0 0 0 0.250。25
0 0 0 0 0.250.25
7)鈴木(2009)95ベージに基づき作成。なお、鈴木による図の中でノードに番号の無いもの
については適宜補った。
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図表4 図表2における拘束度
1 3 6 7
1 0.06 0 0.06 0
2 0.06 0 0.060.060.06 0 0
3 1 0 0 0
4 1 0 0 0 0
5 0.25 0 0.25 0
6 0 1 0 0
7 0。11 0 0 0 0
8 0 0 0 0
9 0 0 0 0 0.250.25
0 0 0 0 0.250.25
0.11 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0 0 0 0 0
0.11 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0
計
1 0 0.06 0 0 0.06 0 0.24
2 0 0 0 0 0.24
0 0 0 0 1
0 0 0 0 0 1
0 0 0 0
6 0 0 0 0 1
0。11 0.11 0 0 0.33
0。250.25 0 0 0
0 0 0
0 0 0 0
0 0.110。11 0 0.33
0 1 0 0 0 1
0 1 0 0 0 1
0 0 0 0 0.110.110.33
0 0 0 1 0 0 1
0 0 0 1 0 1
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3.分析の方向性
ここからは、前節までで検討してきたネットヮーク構造である、バートによ
る構造的空隙の視点に依拠して、公刊されているデータを用いて、分析を行っ
てみよう。日本企業における取引関係はどのようなネットワーク構造としての
特徴をもち、これが経営成果とどのようなかかわりを有するのかを明らかにす
ることを目指す。
4ロ データについて :対象企業 と企業数
本論文では、用いる財務データなどの収集は、日経財務データ、eolデータ
ベースから行った。分析対象として採 りあげた企業は2010年決算のものであ
る°。分析対象となった企業の数は1,297社であった。製造業、非製造業別の企
業数は、証券コード評議会による業種分類に基づくと、製造業が675社、非製
造業が622社であった。
分析に用いるデータは、大きく2種類に分かれる。ひとつは、企業の取引状
況を示したもの、 2つ目は、企業の財務的状況を示したものである。企業の取
引状況を調べるために、日経財務データに収録されている主要取引先のうち、
仕入と販売のデータを抽出した。また、本論文において分析に用いる財務的指
標などは、資産合計、売上高、営業利益、経常利益、当期利益、利益剰余金、
ROE、ROA、売上高営業利益率、売上高経常利益率、売上高当期利益率、売
上高設備投資比率、売上高研究開発費比率、 トー ビンのq9、借入金依存度、
株主資本合計、総資本経常利益率、株主資本比率、売上原価、販管費を採りあ
銀行業は、本論文における分析対象から除外している。
本論文ではsimple qを用いている。
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げた。財務的指標を選定する際に当たっては、伊丹(2006)、三品(2004)、境
(2003)を参考にした。
分析では、これら財務的指標と、取引状況を示したデータによって計算され
るバートの拘束度の相関に注目し、ネットワーク構造と日本企業の経営成果と
の関わりを検討していく。なお、バートの拘束度を計算するためにUCINET
6とPaiekを用いた。
5.分析対象
まず、分析対象となった企業のデータに関して、大まかな姿を確認しておこ
う。図表5は、分析対象となった企業の数を、産業ごとに数えた度数分布の一
覧である。なお、度数分布表は、行方向は、製造業、非製造業の別で見出しと
なっている。列方向はコード番号順の見出しとなっている。分析対象の企業数
は、製造業が非製造業を若干上回っている。しかしながら、製造業と非製造業
で、概ね、企業の数は近いものとなっている。
図表5 企 業 数
製 造 業 非製造業
食料品 水産・農林業 6
繊維製品 鉱業 4
パルプ・紙 建設業
化学 電気・ガス業 8
医薬品 陸運業
石油・石炭製品 海運業 1
ゴム製品 空運業 1
ガラス・土石製品 倉庫・運輸関連業
βlθ″ Iθ
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鉄鋼 情報・通信業
非鉄金属 卸売業
金属製品 小売業
機械 証券、商品先物取引業 1
電気機器 保険業 1
輸送用機器 その他金融業
精密機器 不動産業
その他製品 サービス業
計 675 計
6.分析1:拘束度と経営成果との相関
次に、分析対象である各企業が受ける拘束度とそれら企業の経営成果の関わ
りを見てみることにしよう。図表6は、拘束度と経営成果の相関係数0を一覧
にしたものである。相関係数は、全産業、製造業、非製造業ごとに計算してい
る。全ての相関係数の統計的有意性を調べた。その結果、 5%水準で有意とな
る結果を得た相関係数に関しては、表中の値に下線が引かれている。 1%水準
で有意となる結果を得た相関係数に関しては、表中の値の記述に斜体字を用い
ている。統計的有意性が認められなかった相関係数に関しては、表中の値に装
飾や加工を施していない。また、相関係数の表の下には、係数の値を棒グラフ
で表現した図が続けて示されている。なお、棒グラフでは、統計的有意性が認
められた相関係数だけを示している。項目のうち、株主資本比率は棒グラフの
項目から除外している。全産業、製造業、非製造業全てに対して相関係数の有
10)図表中の相関係数には、スピアマンの順位相関係数を用いている。
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意性が認められなかった。
図表からは、全産業では、統計的有意性を得ることができた項目が非常に多
いことが分かる。次いで、非製造業、製造業の順に統計的有意性を得ることが
できた係数の個数が減少している状態となっている。また、表中の全ての相関
係数のうち、統計的有意性を得ることができたものにおいて、それらの絶対値
を見てみると、値の小さいものが大半を占めている。統計的有意性を持つ相関
係数の絶対値で、値が最も大きいものは、売上高営業利益率の非製造業におけ
る0。294である。分析対象となった企業において、拘束度との関係は、正、負
いずれにおいても強くはないことが相関係数から分かる。
次に、棒グラフの状態について見ていく事にしよう。棒グラフのうち、資産
から利益剰余金、売上高研究開発費比率の非製造業以外、株主資本、売上原価
において棒グラフが図の左側、すなわち負の相関を表している状態にあること
が分かる。負の相関を示しているということは、これら項目の値が大きくなる
ほど、拘束度の値は小さくなっていくことを意味している。つまり、ネットワー
クから自身の自律的行動に制約がかけられる程度が大きくなるほど、経営成果
の値が小さくなっていくということである。項目のうち、資産について注目し
てみると、資産の規模の大きさは拘束度と負の相関にあることから、より多く
の資産を有している企業ほど拘束度が小さい、自身にとって自律的な行動をと
ることができる余地が大きくなっていく状態が示されている。資産に関する相
関係数からは、大企業と中小企業を比較すると、中小企業よりも大企業は市場
において自律的な行動をとることができる見込みが高いことが示唆されている
と言える。大企業は、市場において、自社に有利な交渉や競争を行うことがで
きる立場にあることが示唆されているとも言えるだろう。同様に、中小企業は、
自身の行動を選択する際に、取引先との関係を十分に考慮しなければならず、
自社に有利な交渉や競争を行うことができる立場を見つけにくい状態に置かれ
ているとも指摘できるだろう。
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売上高、営業利益、経常利益、当期利益については、特に製造業における統
計的有意性が、非製造業と比較すると、多く示されている。売上高と利益の金
額面に関しては、多額の売り上げや利益を獲得している企業では、経営活動に
関し、取引先からの自律的行動に対する制約を受けにくい状態にあると言える。
ただし、営業利益、経常利益、当期利益の3つに関しては、非製造業において
統計的有意性を示さなかった。産業全体においては概ね統計的有意性を得る結
果となったものの、製造業に多く当てはまる結果であると考えるべきであろう。
利益剰余金に関しては、全産業にわたって統計的有意性の下での相関を示し、
かつ、非製造業よりも、製造業において相関係数の値が大きくなる結果を得た。
また、係数の値が負であることから、拘束度の値が小さくなるほど、利益剰余
金の値が大きくなる関係が示されている。利益剰余金は、自社内部での資金調
達手段、これによる例として、設備投資などの元手としての利益の留保と関わ
る。利益の留保は、企業の経営における中期的長期的視点に基づく意思決定の
実現に貢献しうるものであると言える (吉村、2008)。製造業における相関係数
の絶対値が、非製造業のものと比較して大きくなっていることから、とりわけ
製造業において、取引先からの制約を受けにくい自律的行動をとる背景には、
より多くの利益の留保を伴っている状態が、棒グラフによって示唆されている
と言えるだろう。言い換えれば、取引先からの制約を受けやすい企業では、利
益留保を積極的に行いにくい状態にあり、利益の留保の目的に即せば、中長期
的な視点に基づく経営のための意思決定を行いにくい状態にあると言えるので
はないだろうか。
棒グラフは、ROEから売上高当期利益率までが続いている。これら5つの
利益率の指標の間では、値の大きさ小ささといった程度の違いはあるものの、
全ての相関係数の値が正であり、かつ、製造業において統計的有意性を示して
いない状態が共通して示されている。非製造業において有意な相関係数が示さ
れている。拘束度の値が大きくなるほど、利益率は高まるという状態にあるこ
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とがわかる。非製造業では、構造的空隙の発見、すなわち自律的な市場内での
ポジションの発見よりも、あるいは取引相手との競争上の優位性の発見よりも、
取引相手との連携を上手に行うことによってより良い経営成果を達成すること
ができることが示唆されている。製造業では統計的有意性が示されなかったた
め、構造的空隙が利益率にどのような影響を与えるのかを明確に把握すること
が十分達成されなかった。利益率における相関係数の傾向は、売上高設備投資
比率、 トー ビンのq、 借入金依存度、総資本経常利益率においても同様であっ
た。この中でも、 トー ビンのqは市場から見た自社の評価を表す指標である。
非製造業においては、拘束度の高さ、すなわち取引相手との直接的、間接的つ
ながりが強まるほど、市場からの評価が高まるという傾向を示している。非製
造業における利益率ならびに市場からの評価は、拘束度の小さい自律的状態よ
りも、直接的問接的関係により立脚した閉鎖的なネットワーク構造の下で達成
されているのかもしれない。
図表の下から2つの棒グラフは、コスト面における指標である。売上原価と
販管費については、製造業、非製造業ともに相関係数は有意であった。棒グラ
フの状態は、大まかには、構造的空隙を発見し、自律的行動を行う余地が大き
くなるほど、その企業における製造や販売におけるコストが割高になる傾向を
示唆している。コストを削減するためには、自律的行動の余地を発見するより
も、取引先との直接的問接的連携が求められるとも言える。ネットワークを流
通するもののひとつに情報を挙げることができる。拘束度の高さは、重複が生
じうるものの、流通する情報を量的質的双方の面で豊富に獲得できる見込みの
高さを示している。コスト削減を実現するためには、積極的に他社との連携を
築き、必要な情報の獲得が求められているのかもしれない。
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図表6 拘束度と経営成果の相関lD
項  目 全 産 業 製 造 業 非製造業
資産 ―a202 ―θ.275 ―a lθθ
売上高 ―a2θ4 ―α283 ―a2θ
営業利益 -0.033 ―αI`θ 0.060
経常利益 ―a F25 ―a2θ -0.043
当期利益 ―α12δ ―a220 -0.015
利益剰余金 ―θ.197 ―θ.27θ ―θ.コθθ
ROE α θ7δ 0.013 αI“
ROA θ.θ81 0.022 θ.」θ」
売上高営業利益率 θ.Iδ 0.039 θ.2,`
売上高経常利益率 a lθ5 -0.012 a24θ
売上高当期利益率 α θθθ -0.004 θ.245
売上高設備投資比率 θ.089 -0.032 α242
売上高研究開発費比率 -0.083 -0.086 θ.θθコ
q θ.θ96 0.014 αコイθ
借入金依存度 α θθδ 0.000 α」θθ
株主資本 ―a2θI ―a272 -0。101
総資本経常利益率 θ.θ89 0.018 α126
株主資本比率 0.010 0.045 0.044
売上原価 ―θ.257 -0.287 ―a242
販管費 ―θ.17δ -0。268 -0.082
11)斜体字による係数は1%有意、下線を付した係数は5%有意、文字装飾のない係数は有
意なしを表す。
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7.分析2:修正した拘束度との相関
次に、経営活動の成果との相関を測る拘束度を修正して分析に用いてみよう。
バートによって提唱された拘束度は前述のとおりである。これに加えて、以下
のような拘束度の指標をバートは提示している0。
12)バート(2006)59ページ、PaekWiKi tt Pttekマニュアルに基づき作成。
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%=(p′十 Σ タル島)20
な″+オカ≠ノ
これは、前述の拘束度の式に、0という変数を加えたものである。Oは、あ
る産業や組織に共通して存在する特性を当てはめるためのものである。バート
は、0に当てはまるものの代表例に3つを挙げている。1つは、ネットワーク
参画者におけるネットワークデータである。2つ目は、市場構造を示す指標で
ある。これには、市場の集中度などが該当する。3つ目は、ネットワーク参画
者の属性に関するデータである。これには、性別、人種、年齢、教育、収入な
どが当てはまる (バー ト、2006、59ペー ジ)。 本論文では、市場の集中度に注目
し、これを拘束度の式に加えることによって新たに拘束度を計算する。バート
の議論では、上位4社による生産高の市場集中度が0に適用できることが示
されている。本論文では、市場集中度を測定するために、売上高を用いる。
図表7は、前述の図表同様、修正した拘束度と経営活動の成果の指標との相
関係数を表にまとめたものと、統計的に有意な相関係数を棒グラフで表したも
のである。数表に関しては、斜体字は1%有意、下線を付したものは5%有意、
文字に装飾が無いものは有意なしを表す。図表からは、市場集中度を用いた場
合と用いない場合とでは、経営活動との相関に大きな違いはないことが分かる。
次に、市場集中度による相関を、産業ごとに見てみることにしよう。図表8
は、全産業、製造業、非製造業ごとに、市場集中度を用いない拘束度と用いた
場合の拘束度による相関係数を棒グラフで表したものである。この図表におけ
る棒グラフでも、統計的に有意な相関係数のみを掲げている。3つのグラフと
も、大まかには2種類の拘束度の間に大きな違いはないことが分かる。しかし
ながら、非製造業において、売上高では、市場集中度を用いた拘束度との相関
係数の絶対値が、市場集中度を用いない相関係数と比較してやや大きくなって
いる。これは、市場シェアの大小が売上高と拘束度の関わりに影響を与えてい
る状態が示唆されていると言える。
2θ r511の
図表7 修正した拘束度と経営成果の相関D
項  目 全 産 業 製 造 業 非製造業
資産 ―θ.184 ―θ.255 ―θ.IIθ
売上高 ―α26θ ―θ.257 ―θ.267
営業利益 -0.067 ―θ.lδ 0.033
経常利益 ―θ.lθ6 ―α21θ -0.060
当期利益 ―θ.118 ―θ.23θ -0.002
利益剰余金 ―θ.17` ―θ.264 -0.082
ROE 0.061 0.007 θ.lθ4
ROA α θ7θ -0.005 θ.15θ
売上高営業利益率 α17θ 0.000 θ.346
売上高経常利益率 θ.コθθ -0.043 θ.θ12
売上高当期利益率 θ.152 -0.033 α θ47
売上高設備投資比率 0.071 ―θ.128 θ.234
売上高研究開発費比率 ―α」θ
`
―θ.19θ 0.109
q θ.θ93 0.029 θ.コ
``
借入金依存度 θ.θ92 0.029 θ.コイθ
株主資本 ―θ.17` ―θ.262 -0.089
総資本経常利益率 0.044 -0.016 0.101
株主資本比率 0.032 -0.015 0.102
売上原価 θ¨.284 ―θ.26θ ―θ.θθδ
販管費 ―θ.234 ―a275 一θ.192
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13)斜体字による係数は1%有意、下線を付した係数は5%有意、文字装飾のない係数は有
意なしを表す。
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全産業と非製造業における利益率の指標の多く (ROA、売上高営業利益率、
売上高経常利益率、売上高当期利益率)において、若干ながら市場集中度を用
いた場合の相関係数の値が大きくなっている。特に、非製造業では、売り上げ
シェアの多くを占める企業は、取引先と直接的問接的つながりを持ちつつも、
自社に有利な交渉や競争を行うことができる状態にあると言えるのかもしれな
い。
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また、全産業、非製造業での売上原価、販管費の相関においても、市場集中
度を用いた拘束度との相関係数の絶対値が大きくなっている。構造的空隙につ
ながる市場内の地位を保持する企業は、企業活動においてコスト高になり得る
傾向が示唆されている。
図表8 相関係数の比較 (全産業、製造業、非製造業の順)Ю
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8.考 察
ここでは、本論文における分析結果を踏まえて、日本企業におけるネットワー
ク構造の特徴と経営活動との関わりから、どのような事が指摘できるのかを考
えてみよう。
オルドリッチ(2007)によると、社会ネットワークでは、多様性よりも同質性
がネットワークの形成において働きうるという。異質なもの同士がつながるの
ではなく、似た者同士がつながり、ネットワークが形成されていくということ
である。しかも、同質的なネットワークは密度の高いネットワークであり、局
地的に形成されるものである。構造的空隙の議論における主な主張は、このよ
うな同質的で局地的なネットワークの橋渡しをすることが、企業家的活動の目
的であり、より多くの利益を獲得できる源泉になることであると言える。本論
文における分析のうち、特に全産業と非製造業において、売上高営業利益率、
売上高経常利益率、売上高当期利益率の3つの利益率と拘束度との相関におい
て、拘束度との正の相関を示していた。この分析結果は、局地的に形成される
異質なネットワークを橋渡ししたことによる成果であるとは見なせないかもし
れない。拘束度との正の相関は、直接的問接的なつながりが多くなるほど利益
率が高まることを意味している。非製造業においては、構造的空隙の議論が想
定するような企業家的機会、異質なネットワークの橋渡しではなく、同質的な
ネットワークに立脚した経営活動がより大きな利益率をもたらし得る状態を示
している、とみなすことができるであろう。日本の非製造業では、異質なネッ
トワークを橋渡しすることによる利益率の向上は志向されにくいものであると
言えるのかもしれない。やや値は小さくなるが、非製造業におけるROEと
ROAという2つの利益率指標についても、拘束度と正の相関を示している。
さらに、利益率と拘束度の相関について、製造業では有意な相関を得ることは
できなかった。しかしながら、全産業を対象とした利益率の相関は、非製造業
のものと比べて値は小さくなるものの、正の相関を示していた。この結果から
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は、製造業に関して、拘束度との関わりの有無を見極めることは困難である。
今後の研究課題としたい。
同質的なネットワークに立脚した経営活動を、企業外部の存在はどのように
捉えているのか。非製造業において、qと借入金依存度が正の相関を示してい
た。日本の企業においては、同質的なネットワークに立脚して経営を手掛ける
ことに対して、否定的な態度を示しているとは言えない。もし、構造的空隙の
議論が想定する企業家的機会に基づく利益獲得、言い換えれば、多様かつ異質
な分野を新規開拓することによる利益獲得を企業外部の存在が専ら望むのであ
れば、qや借入金依存度は拘束度と負の相関を示したはずである。本論文にお
ける分析結果によって断定することはもちろんできないが、同質的なネット
ワークは、企業の自律的行動を制約するだけとは限らず、その中で活動する企
業に対して利益をもたらす源泉となりえているのかもしれない。
また、利益剰余金とは、全産業、製造業、非製造業において、程度の差はあ
りつつも、負の有意な相関を示した。拘束度の値が小さくなることは他者の制
約を受けにくい自律的行動によって事業を営める余地が大きくなることを示し
ている。これは、異質な領域に進出することへの余地を示しているとも言える
だろう。拘束度の低い状態での活動は、リスクを高める事は言うまでもない。
利益剰余金との負の相関は、そうした新規分野への進出などに伴うリスクヘの
備えと位置付けることができるのではないだろうか。利益の貯えが企業の活動
に必要不可欠であるということが示されていると言える。利益剰余金に関する
傾向は、非製造業よりも製造業においてより明確に示されていた。設備投資や
研究開発などの資金調達手段として重要な位置づけが与えられていることが、
拘束度と負の関わりを持つことから示されていると言える。
9.研究の方向性
本論文では、日本企業の取引ネットワークを捉える視点としてバートの拘束
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度に基づく構造的空隙のみに注目した。構造的自律の余地と経営成果の関わり
に特に注目した。今後、取引ネットワークの構造的特徴をさらに深く捉え、か
つ、企業行動とネットワーク構造の関わりをより詳細に検討していていくため
に、どのような研究の方向が考えられるのだろうか。
その一つには、ネットワーク構造を捉える視点や枠組みの質的な拡大を挙げ
ることができる。Gnyawali&Madhavan(2001)は、企業活動の構造的埋め込
みの視点に立脚し、企業のネットワーク上の地位とその企業固有のネットワー
ク特性と企業の競争優位の関係を理論的に論じている。そこでは、複数のネッ
トワーク指標が採りあげられている。すなわち、中心性、構造的自律性、構造
同値、ネットワーク密度である。これらの分析指標は、企業レベル、ペアレベ
ル、ネットワークレベルという複数の分析視点に対応付けることができる。
Gnyawali&Madhavanによる分析枠組みを図表9に引用して示す。
図表9 Gnyawali&Madhavanによる分析枠組み15
15)Gnyawali&Madhavan(2001)、435ベージに基づき作成。
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10.まと め
本論文では、日本企業が形成する取引関係に注目し、ネットワークと捉えた
上で、その構造的特徴を検討しつつ、経営活動との関わりを調べることが目的
であった。分析に当たっては、公刊データを用い、ネットワーク構造の特徴を
求めるために拘束度を、製造業、非製造業の別に、経営活動の指標との相関係
数とその統計的有意性に注目した。
利益率に代表される経営成果に関しては、非製造業において相関係数が有意
であり、かつ、正の値を示した。バートによる構造的空隙に代表される先行研
究における拘束度が小さくなるほど成果は高まるという指摘とは異なる示唆を
得た。構造的空隙の議論の下では、企業の受ける拘束が弱まるほど利益率など
の経営成果が高まると予想されていた。この主張は、社会ネットワークでは同
質的な者同士が強く結び付くことによるネットワークが局地的に形成されると
いう議論に立脚している。これら異質なネットワークを橋渡しすることによる
異質なネットワーク間の架橋的地位が企業家活動であり、利益の源泉となりう
るという視点に立脚するものであった。本論文における分析結果、とりわけ非
製造業における拘束度と利益率の正の相関は、同質的なネットワークの内部に
おいて高い利益率を志向する日本企業の姿勢が伺われるものであった。社会的
関係資本の土台として閉鎖的なネットワーク構造を重視するコールマンの観点
に近いものであったと言える。なお、製造業に関しては相関係数が有意ではな
かったために拘束度との明確な関わり把握することはできなかった。今後は、
分析対象を時系列的に拡大するなどデータ量を増やすことによって、調査を継
続していきたい。
2∂ 612の
日本企業における取引ネットワーク構造と経営活動の関わりに関する考察 (池田)
参考文献
Adler,P.S.&S.W.Kwon(2002), “SoCial capital:Prospects for a new
concept."ス"滋″タグル化%α″πι%′Rιυ″",27(1).
Borgatti, S.P. and P.C.Foster (2003) “The Ne work Paradigm in
Organizational Research:A Re宙ew and Typology,"ルππα′グル物πα″πιπ′,
29(6).
Burt,R.(1995)S′協θttπ′力θttf ttι sοθ″′s′筋θttπグ"ゆ″あ%,Harvard
University Press.(安田雪訳(2006a)『競争の社会的構造 :構造的空隙の理
論』新曜社。)
Burt,Ro S.(2001)“Structural Holes versus Nettork Closure as Social Capital,"
Lin,Karen S.Cook,and R.S.Bllrt(eds).Sθθ″′Cのグ滋ルT力ιθη απα&s“π力,
Aldine de Gruyter.(金光淳訳(2006b)「社会関係資本をもたらすのは構造
的隙間かネットワーク閉鎖性か」野沢慎司編・監訳『リーデイングスネット
ワーク論』勁草書房。)
Coleman, 」.(1988)“Social capital in the Creation of Human Capital,"
スπ"磁πル%協α′げ助θあιρy,94 Supplement:(S95‐S‐120).(金光淳訳(2006)
「人的資本の形成における社会関係資本」野沢慎司編・監訳『リーディング
スネットワーク論』勁草書房。)
Gnyawali, D.R, and R.ⅣIadhavan (2001)“Cooperative Networks and
Competitive Dynamics:A Structural Embeddedness Perspective," 24ιααι″タ
げ″a%α″πι″Rιυ″",26(3).
Granovetter,M。(1973)“The Strength of Weak Ties,"4zιπttπル%πα′げ
SOこ0わり,V01.78,No.6.,pp 1360‐1380.
池田広男(2010a)「組織論研究におけるネットワーク分析に関する予備的考察」
『大阪学院大学流通 。経営学論集』35(2・3)。
池田広男(2010b)「製造業における取引ネットワークと経営成果に関する一考
β12〃 29
大阪学院大学流通・経営学論集 第37巻第1号
察」『大阪学院大学流通。経営学論集』36(1)。
伊丹敬之編著(2006)『日米企業の利益率格差』有斐閣。
ⅣIcevily,B.and A.Zaheer(1999)“Bridging ties:a source of fim heterogeneity
in compedt市e capabilities,"S姥厖ま ■物″″πι″ヵ%παJ,20(12).
三品和広(2004)『戦略不全の論理―慢性的な低収益の病からどう抜け出すか』
東洋経済新報社。
延岡健太郎(1996)「顧客範囲の経済 :自動車部品サプライヤの顧客ネットヮー
ク戦略と企業成果」「国民経済雑誌』173(6)。
オルドリッチ,H.E.著、若林直樹訳(2007)「企業家と社会関係資本」「組織科
学』40(3)。
境新一(2003)『企業紐帯と業績の研究―組織間関係の理論と実証一』文員堂。
鈴木努(2009)「ネットワーク分析』共立出版。
武石彰(2000)「自動車産業のサプライヤー・システムに関する研究 :成果と課
題」『社会科学研究』52(1)。
Tichy,N.M.,M.L.Tushman,C.Fombrun(1979)“SoCial network analysis for
organizations,"4"滋πノげル物ηttπι%′」彫υ″",4(4).
若林直樹(2007)「特集「ソーシャル・キャピタルの組織論」に寄せて」『組織
科学』40(3)。
若林直樹(2009)「ネットヮーク組織におけるガバナンスと組織能カー提携を動
かすソーシャル・キャピタルー」『2010年度組織学会創立50周年記念年次大
会報告要旨集』2010年度組織学会創立50周年記念年次大会実行委員会。
Wasserllnan,S.and K.Faust(1994)Sθttα′′影初θ″ 4%α」ysおri花形θtt α%ご
助 JJ“ttt rS加%θ″π′4πα」ysおれ 滋ι ttθ力′Sαιπθιs o,Camb五dge
University Press.
吉村典久(2008)「資本の取引 :理論」加護野忠男・角田隆太郎・山田幸三・
上野恭裕・吉村典久『取引制度から読みとく現代企業』有斐閣。
β122J
